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現地政府の動きを捉えた機敏な製品戦略の実施� （株）島津製作所
（株）島津製作所のインド現地法人 SHIMADZU ANALYTICAL INDIA はインドで各種検査機器の販売を行っている。
同社は、インドにおいて、現地政府の方針に対して、高品質な製品と手厚いサービスをもって、機敏かつ適切

に対応してきたことが功を奏し、現在、業績好調である。特に現在のインド市場の成長分野である工業系企業か
らの受注が多く、インドの地場の製薬会社や日系製薬会社からの受注が好調である。

次の成長分野への布石として、例えば、インド政府が12年間でソーラーエネルギーの供給を100倍にする目標
を立て、基礎研究を積極的に支援すると方針をたてたため、光の透過率や発電効率を調べるソーラーエネルギー
分野の実験・検査機器を積極的に営業展開している。さらに、環境分野の規制がインドでも敷かれ、それに伴う
各種検査機器の需要が発生する可能性があるため、同社は政府による規制の導入に備えて積極的に情報収集をす
るとともに、現地政府へのアピール活動を行っている。

インドの分析機器市場は、多数のライバル企業と熾烈な競争をしなければならない市場でもある。ライバルと
の競争の中で新興市場の需要をどう取り込んでいくのか、同社ではインド政府の政策方針をウォッチしながら、
自社の高品質製品をいかにアピールしていくか対応を進めている。

コラム

「強み」を活かしたインフラ・システムの海外展開
我が国経済に甚大な影響を及ぼした東日本大震災以降も、アジアを中心とした世界のインフラ需要は膨大かつ

堅調である。そのため、インフラ・システムの海外展開による外需の取込みは、引き続き重要であり、また、こ
の震災によって「強み」が明らかになったインフラ分野もあった。

具体的には、画像解析技術により被災状況等を迅速かつ広域で把握することに役立った地球観測衛星システム
分野や、優れた地震対策により死傷者がゼロであった東北新幹線などの鉄道分野（後述）などである。

こうした状況を踏まえ、産業構造ビジョン・新成長戦略にもとづき、パッケージ型インフラ海外展開関係大臣
会合における官民一体での取組を引き続き活用しつつ、日本の「強み」を活かしたインフラ海外展開を推進する
ことで、具体的案件の獲得を目指すこととしている。

コラム

震災から乗客を守った、新幹線の地震対策
我が国に甚大な影響を及ぼした東日本大震災は、関東・東北地方の重要なインフラ網を直撃した。時速300km

で走行する東北新幹線も例外ではない。地震が発生したまさにその時も、被災地では多くの新幹線が走っていた。
しかし、乗客を乗せて走行中の列車は全て安全に停止し、脱線や車体の転倒などの大きな被害は発生しなかった。
その陰には、日本の技術が生みだした「早期地震検知システム」があった。

世界でも有数の地震地帯である日本では、高速運転を行っている列車にとって地震対策はきわめて重要である。
地震はその時期と大きさを予測することが困難なことから、地震発生の際に一刻も早く列車を停止させる仕組みが
求められる。「早期地震検知システム」とは、新幹線の沿線や海岸などに設置した地震計により地震の最初の揺れ
を検知し、大きな揺れが到達する前に新幹線に供給する電力を遮断、非常ブレーキを作動させるシステムである。

3月11日午後2時47分3秒、東北新幹線の線路からおよそ50Km 離れた牡鹿半島の地震計が、運転中止の基準と
なる「120ガル」という地震の加速度を捉えた。システムは自動的に架線を停電させ、走行中の新幹線は一斉に
非常ブレーキをかけて減速した。鉄道会社の解析によると、線路沿いの地震計が最も大きな揺れを観測した仙台
駅周辺では、列車が非常ブレーキをかけた9秒後から12秒後に最初の揺れが始まり、1分10秒後に最も強い揺れ
が起きていた。その時までに列車は時速100Km まで減速をしており、
安全に停止することができた。

新幹線の地震対策は、東日本大震災の激しい揺れにおいても、有効
にその機能を果たすことができた。それを可能にした日本の確かな技
術力は、世界に新幹線を売り込む際も、大きな武器になるものである。
震災の経験を乗り越え、さらなる成長に向けた取組が求められている。

写真： 東北新幹線「E5系」
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1国1社独占販売制を活用したブランド確立� （株）ナナオ
（株）ナナオは、1968年に設立され、コンピューター用モニター、アミューズメント用モニターなどの映像機

器及びその関連商品の開発、設計、製造、販売を行っている。
同社は当初、大手電機メーカーの下請としてテレビの製造や、商社の OEM としてパソコン用モニターの製造を行っ

ていたが、1985年より自社の持つ技術力を活かし、自社ブランド ｢EIZO｣ を立ち上げ、欧州を中心に販売を始めた。
当時海外では全くの無名であったため、販売体制構築は、1国1ディストリビュータ契約（独占販売契約）によっ

て信頼できるパートナーを選び、顧客に同社製品の高い品質を確実にアピールするとともに、欧州の目の肥えた
顧客の声を愚直に拾い、要望を実現し、製品開発へフィードバックしていく形で着実に信頼を築き、高品位、高
品質モニターメーカーとしてのブランドを確立した。

同社では、高品質なモニター技術を活かせる医療市場や航空管制
市場への展開を進めており、シーメンスの医療市場向けモニター部
門を買収するなど、事業拡大を図っている。

また、中国市場にも力を入れており、2010年3月に現地に生産子
会社を設立し、医療市場向けを中心にビジネスの拡大を進めている。
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資料：経済産業省調べ（11年1月）
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図２４１‒13　新興国市場で競合と比較して劣っている機能

写真：欧州の金融機関で使用される
 （株）ナナオのモニター

高い両端が競争劣位にある（図241–13）。
我が国では、得意とする技術力の部分に加え、新興国

市場を獲得していくために、「企画・マーケティング」や
「販売」といった面についても、戦略的な取組が求められ、
｢稼ぐものづくり｣ への転換が期待される。

我が国製造業は、新興国市場において競合国企業と機
能別に優劣を比較した場合、「設計」、「調達」、「生産」と
いったものづくりの技術力に関する機能については競争
力を有しているものの、「企画・マーケティング」、「販売」
といった、いわゆるスマイルカーブにおける付加価値の
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海外合弁企業との連携による販売力強化� コマツ�NTC（株）
富山県の工作機械製造大手のコマツ NTC（株）は、1996年に中国で地元大手企業と合弁で生産現地法人を設

立し、自動車製造ラインに使われる工作機械の専用機などを製造している。当初、現地企業がメジャー出資をし
ていたが、1999年以降同社が経営権を握っており、経営やサービスの向上に努めた結果、中国市場で顕著な成功
を収めている。 

同社では、国内で高度な機械を生産する一方、中国ではローカルメーカー向けに品質とコストのバランスをと
れた機械を生産している。 

2000年頃から中国ではモータリゼーションの急伸に伴い、工作機械の需要も急増。同社では得意とする製造技
術と経営管理により、合弁企業の経営効率を高めるとともに、中国ローカル企業向けの販売は、合弁先である地
元企業の広い顧客網を活用して、中国全土のユーザーに販売している。

また、販売の際には、顧客の要求水準や購入可能価格帯に合わせ、
中国で製造する機械のみならず、国内で生産する高度な機械も併せ
て中国ローカル企業向けに売り込み、中国でのブランド浸透を図っ
ている。 

以上のように、同社では、日本企業単独では、なかなか営業展開
の難しい中国ローカル企業に対して、地元の有力企業との協業によ
り、効果的な販売を実現している。

アフターサービスを通じたブランド力の強化� 津田駒工業（株）
津田駒工業株式会社は、繊維機械、工作用機器を製造する機械メーカーである。
主力の繊維機械は約9割が輸出され、輸出先の過半数を占める中国においては、米国・欧州への輸出用繊維を織

る設備として顧客を獲得している。
同社製の繊維機械は高スピードで均質な布を作り続けることの出来る高付加価値品であり、そうした ｢高品質｣、

｢安心｣ が付加価値となり、中国メーカーが製造する中国内需向け繊維機械に比べて、倍近くの販売価格を維持し
ている。

同社が、中国市場において、優位性を保っている背景には、アフターサービスへの注力がある。これまで海外
においてアフターサービスに重点を置き、「安心」「高品質」というブランド構築を行ってきた。具体的には、長期
間の補償内容として巡回サービスや部品交換を行っている。交換部品は在庫リスクの原因になるが、在庫量を検
討しつつ必要なものを取り置いている。また、製造が停止された部品であっても、顧客からの発注があれば、そ
の都度製造するというオーダーメイド型の手厚いサービスを行っている。こうしたことが、中国市場での差別化
要因となっている。今後はさらなるサービス向上を目指し、現地サービス員の補強を行っていく予定である。

図：コマツ NTC（株）中国現地法人
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（4）日本ブランドの重要性
第2節でも触れたとおり、今般の震災・原子力発電所の

事故を契機として、日本ブランドの信頼性は揺らいでいる。
震災以前に実施したアンケートによれば、我が国製造

業のうち、海外展開企業の7割弱の企業で海外マーケット

に対して日本ブランドを訴求ポイントとして売りにして
おり（図241–14）、そのうちほとんどの企業で日本ブラ
ンドの訴求効果がある（図241–15）としていた。

今後は、日本ブランドのプレミアムを回復すべく、官
民一体となった取組が期待される。

コラム

デザインを重視する海外企業� サムスン電子
サムスンでは、デザインは、企業の優位性を左右する要因と捉え、非常に重視している。同社では、自社のデ

ザイン開発を次のように紹介している。「サムスンでは1993年の新経営宣言より、デザイン経営を重視していま
す。デザイナーは製品のデザインだけを行う、という従来の概念を一掃し、企画の段階からデザイナーが参画す
るなど大胆な改革を進めてきました。製品のデザインにサムスンの独自性を込め、遠くから見ても「サムスン」
と一目で分かるデザインの開発に注力しています。」（日本サムスンホームページより引用）

そして、デザイン経営を支える次の4つのコンセプトを紹介している。
①「直観的デザイン (Intuitive Design)」－分かりやすさ、使いやすさの追求
②「調和したデザイン (Harmonious Design)」－周囲の環境となじむデザイン
③「見分けのつくデザイン (Identifiable Design)」－サムスンの独自性を表現
④「生活スタイルを構築するデザイン (Create Lifestyle Design)」－新たなライフスタイルを提案

同社では、上記のコンセプトを実現するため、1995年にサムスンアートデザイン学校（SADI）を設立したほ
か、現在、世界で７箇所（ソウル、ロサンゼルス、ロンドン、ミラノ、上海、東京、デリー）にデザインセンター
を設け、約1,000人に上るデザイナーを抱えている。以上のように、デザイナーが持てる力を発揮できる環境整
備を行い、世界の各市場で消費者の心をつかむ、魅力ある製品づくりにつながっている。

こうしたデザイン重視の経営によって、同社製品は国際的なデザインアワードで受賞を重ねている。

資料：経済産業省調べ（11年1月）
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図２４１‒１４　海外展開企業の日本ブランドの訴求行動
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資料：経済産業省調べ（11年1月）
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図２４１‒１5　海外展開企業の日本ブランドの効果の有無




